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海外図書館の最新動向第 4回 
 
 
2015年 10月 4日から 7日の日程でノルウェー・
オスロにて開催されたICOLC秋季会合に参加する機
会を得た。ICOLC（International Coalition of 
Library Consortia）とは、電子リソース導入のため
北米・南米、欧州、オーストラリア、アジア、アフ
リカなど各地で形成された約200の図書館コンソー
シアムから構成され、国際的な情報共有・協力関係
構築を目指し 1996 年以来継続発展してきた団体で
ある 1)。ICOLCでは定期的に（年 2回、春は北米、
秋は欧州で）会合が開催され、メーリングリストに
よる日常的な情報交換も行われている。加盟コンソ
ーシアムからの要望により電子リソースのライセン
スなどに関する声明を出すこともある。日本からも
2002年以来北米・欧州それぞれの会合に参加してお
り、今回は国公私立大学図書館協力委員会による派
遣事業の一環として、2名がJUSTICE（大学図書館コ
ンソーシアム連合）から参加した。筆者は JUSTICE
会員館の立場での参加である。 
本稿では、会合の概要とともに、最近の話題とし
て高い関心を集めていたOA（オープンアクセス）や
APC（Article Processing Charge：OA出版のための
論文処理費用）に関する取組みといった新たな動き
を中心に報告したい。なお今回、初日のセッション
「アジアおよび発展途上国のコンソーシアム活動」
において、JUSTICE 事務局の塩出郁氏が日本のコン
ソーシアム活動紹介を行い、他の参加者からの反響
も多くあった。その報告の経緯や内容を含む ICOLC
会合全体の詳細については、別途参加報告を参照さ
れたい 2)。 
 
1．会合の参加者について 
今回の会合には、31ヵ国から 105名が参加した。
内訳は次の通りである。オーストリア1、ベルギ 1ー、
カナダ3、チェコ3、デンマーク11、フィンランド2、
フランス3、ドイツ3、アイスランド3、アイルラン
ド 1、イスラエル 2、イタリア 1、日本 2、韓国 1、
リトアニア2、ルクセンブルク1、オランダ3、ノル
ウェ 1ー9、ポルトガル1、カタール4、ロシア1、セ
ルビア2、スロベニア2、南アフリカ1、スリランカ
2、スウェーデン4、スイス2、トルコ3、イギリス9、
アメリカ10、ジンバブエ2。 
参加者はそれぞれICOLCに加盟するコンソーシア
ムの関係者（専任の運営スタッフや運営委員会のメ
ンバー、あるいはコンソーシアムに参加する図書館
員などさまざま）であり、各コンソーシアムが出版
者側と進める具体的なライセンス交渉や支払いコス
トなどについても言及されるため、議事内容につい
ては原則的にICOLCメンバー内でのみ公開・共有さ
れており、特定のセッションでパネリストとして呼
ばれた場合などを除き、出版者側からの参加はでき
ない。 
 
2．会合の概要 
会場はオスロ市内のホテルだったが、会合の初日
前夜（10月4日）には、オスロ大学の法学部図書館
（Domus Bibliotheca、写真1）で歓迎レセプション
が開かれ、隣接するアウラ講堂（Domus Media with  
the University of Oslo Aula、写真 2）の見学ツア
ーも行われた。 
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オスロ大学は、今回のホストとなったノルウェー
のコンソーシアム（CRIStin3））の運営機関である。
オスロ大学内でも最古の建造物の一つという法学部
図書館内の様子や、以前はノーベル平和賞授与式の
会場でもあった荘厳な講堂に飾られたムンクの迫力
ある巨大絵画を目にする貴重な機会となった。 
1-2 日目は終日にわたり複数のセッションで参加
者からの報告や議論が行われ、初日午後には、2 つ
のグループに分かれて参加者同士が特定のテーマに
関して意見を出し合う「グループ討議」の時間も設
定されていた。2 日目夜は郊外の眺望のよいレスト
ランへの夕食ツアーがあり、ノルウェー料理や交流
を楽しんだ後、スキージャンプ台を見学した（写真
3、4）。 
3 日目は午前いっぱいで公式のプログラムは終了
し、午後は希望者を対象にオスロ国立美術館への見
学ツアーが組まれていた。 
 
3．おもな議事内容 
1日目（10月5日）は、OA関連の話題から始まり、
冒頭のセッション「オフセットとAPCモデルの出現」
では購読料（subscription）とAPCの支払いを組み
合わせた「オフセットモデル」といわれる契約につ
いての取組み事例などが紹介され、続く「購読とオ
ープンアクセス」では、ビッグディールなどの購読
料を支払う形態からAPCを支払うGold OAモデルへ
の取組み事例を中心に報告された。 
「出版者とコンソーシアムの協力関係」では出版
者側から大手出版社、学会出版局、大学出版会の担
当者を招きパネルディスカッションが行われた。「ア
ジアおよび発展途上国のコンソーシアム活動」では 
日本と韓国からの活動報告や、アジア・アフリカな
どの発展途上国でのコンソーシアム活動を支援する
取組みが紹介された（写真 5）。「グループ討議」で
は欧州におけるコンソーシアムの国際的な連携や、
コンソーシアムと中小規模の学術出版者との関わり
方について、事例紹介や意見交換があった。 
2日目（10月6日）は「電子リソース価格動向調
査に関する報告・議論」「ベンダー・セッション（出 
写真1 オスロ大学法学部図書館 
写真2 アウラ講堂の見学 
写真3 オスロ市郊外からの眺望 
写真4 スキージャンプ台 
写真5 JUSTICEの活動紹介 
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版社からの最新情報や新モデル紹介など）」「出版社
交渉の事例報告」「ナショナルライセンスイニシアテ
ィブの事例紹介」「コンソーシアムの利用統計」「費
用分担型の価格モデル」「途上国におけるコンソーシ
アム形成」といったセッションが行われた。 
3日目（10月 7日）は、「コンソーシアム向け管
理ツール」「ベンダ ・ーセッション（代理店の役割に
関するパネルディスカッション）」「ICOLC の将来に
ついて」「コンソーシアム運営に関する連絡事項（今 
後の会合開催地紹介等）」といったセッションがあっ
た。 
欧州は比較的小規模な国も多く、大学など高等教
育機関の大半が国立で、その数も日本と比べて少な
い場合が多い。また地理的・経済的なつながりや歴
史的背景から、各国間のコミュニケーションがさま
ざまな形でとられ、情報共有が進んでいる。国家レ
ベルでの学術振興政策と連動して、あるいはそれを
反映した活動の一つとして電子リソースの共同利用
や導入拡大を目的にコンソーシアムが形成されるこ
とも多い。そのため国レベルの動きも概して早く、
欧州内の国際的な共同事業も積極的に進められてい
る。 
本会合に参加して、図書館コンソーシアム活動が
各国でいかに幅広く展開されているかが理解できた。
また電子リソース契約に関する交渉の進捗状況報告
だけでなく、コンソーシアム運営に関する話題や、
出版者や代理店などの関係者を交えた議論、アジ
ア・アフリカ・中東などにおけるコンソーシアムの
紹介など全体的に非常に多岐にわたる内容となって
いた。会合の雰囲気も和やかで、欧州や北米以外か
らの報告や発言に対しても関心の高さが感じられた。
参加者からは、他のコンソーシアムの契約交渉の先
進的事例（ナショナルライセンスやOAに関する取組
みなど）が参考になるため定期的に参加している、
という話も聞かれた。情報共有や協力関係構築とい
った意味でこの会合が貴重な機会の一つになってい
ることは確かだろう。 
 
4．OAに関する取組み 
今回、さまざまな議題やトピックの中でも、コス
ト的に限界のある従来の購読契約から、OA化へ向け
てコンソーシアムとしてどのように対応するかとい
う点には大きな関心が寄せられていた。コンソーシ 
 
アムの取組みとしては、購読料の支出からAPCなど
への費用負担に切り替えていくためのコスト算出や
支払い方法を模索し出版者交渉を進める、という形
が現在の大きな流れになっている。コンソーシアム
として直接APCに関する交渉を複数の出版社と進め
ている事例紹介の他、ナショナルライセンスの交渉
事例の中で、APC支払いなどOA関連の項目を交渉に
取り入れようとしている、という話も出ていた。イ
ギリス、オランダをはじめ、これまでのビッグディ 
ール（電子ジャーナルの包括契約）などの出版者交
渉の経験も活かし、Gold OA と呼ばれる出版者によ
る学術出版（タイトル全体がオープンになっている
OAジャーナル、あるいは一部論文がオープンになっ
ているハイブリッドジャーナル）を中心に、それぞ
れの交渉の進捗状況などが報告されていた。大学な
どの研究機関がセルフアーカイブし公開する Green 
OA（機関リポジトリ等）とは異なり、Gold OA の場
合は出版者を介して学術情報が公開されるため、著
者（あるいはその所属機関など）から出版者に対す
る APC支払いが発生する。Gold OAに関する議論で
はこのAPCと従来の購読料との二重払いが問題にな
っている。この点を解消しながら、購読モデル（特
にビッグディール契約）からOAへの転換へ向けてそ
れぞれのコンソーシアムが具体的な取組みを始めて
いる状況である。その一つの方法論として購読料か
らAPC支払い分を相殺するオフセットモデルの事例
がイギリス、オーストリアから紹介された。以下に、
それぞれの報告内容をまとめる。 
イギリスでは2014年のAPC総経費が対前年比2.7
倍になるなど、APC支出が近年急速に増加しており、
APCと購読料の全体を抑制しながらOAに移行するた
めの現実的で持続可能性のある方策を求めてオフセ
ットモデルを試行的に行っている。このオフセット
モデルに関して、具体的なAPCと購読料の相殺方法
についてはいくつか種類があり、それぞれ経費（割
引率の高さ）や管理（手順の複雑さ）の面で差があ
るとともに、OA化が拡大しつつあるといってもそも
そも非OA論文もいまだ6割以上存在する現状であり、
今後も試行錯誤が必要な段階とのことである。 
オーストリアでは、複数のオフセットモデルを開
始しており、購読料に比例してOA論文出版が無料で
可能になるバウチャー方式のモデルもあるが、業務
手順が複雑で管理負担がかなり大きい。これに対し 
 
農図協会誌 No.181(2016) 
- 4 - 
 
別の契約では、オーストリア学術コンソーシアム
（Austrian Academic Consortium）が購読料を、オ
ーストリア科学財団（Austrian Science Fund）が
APCをそれぞれ負担し、購読料支払いから APC支払
い分を差し引く方法で国家レベルの二重払いを回避
した。透明性の確保や効率的な管理も可能になり、 
従来よりも購読料支払いを節減できたという。とは
いえ、APC は管理手順が複雑なため今後の持続可能
性を見据えつつ、オフセットモデルにより得られる 
効果やこれまでの取組みの経験を蓄積していきたい
と述べられていた。 
また、ノルウェーからは、APC に関する交渉にお
いてその条件自体を考える必要性が指摘されていた。
掲載誌の質（査読の有無など）、公開されるドキュメ
ントの種類（PDFか EPUBかなど）、出版までの期間
（早く出版されるほど高価に、遅いほど安価に）、出
版までのサポート、などの点に加え、付与されるメ
タデータやジャーナルのインパクトファクターなど
の評価値、マーケティングの程度など、APC の価格
を決定するには複雑な要素が絡んでいる。図書館な
どの各機関では、APC が学術出版流通サイクルの一
部として確立するような環境を整備するため、出版
社との関係だけでなく研究者とも連携して各種デー
タの収集が必要になる。 
購読料モデルからAPC支払いによるGold OAモデ
ルへの移行に関してもいくつかの報告があった。 
Max Planck Digital Library（ドイツ）の Ralf 
Schimmer氏らが行った試算によると、グローバルな
規模での OA への転換はコスト的に十分可能である
という。従来の購読モデルによる支払総額や年間学
術論文出版数から1論文あたりの出版コストを算出
し、現行のAPC価格を複数の出版社などの調査結果
から割り出したものと比較、Gold OA モデルに切り
替えた際の全体のコスト（と現状からの圧縮分）を
試算した結果、APC 支払いは現状の購読料支払いよ
りもかなりコストが削減され、その分を他の図書館
サービスに充てることも可能であり、モデル移行は
現実的だというものである。 
グローバルな規模だけでなく、個々の国や機関レ
ベルでも、年間論文出版数や購読料支出に対する 
APC支払いの割合、APC価格などのデータを収集する
必要はあるが、購読料モデルからOAモデルへの転換
は財政的なリスクなしで実現可能であり実現すべき、 
 
としている。移行に向けた取組みの流れとしては、
国や機関レベルで上記のような各種データを集め、
予算の中で大きな割合を占めている出版社や STM
（科学・技術・医学）分野に重点を置きながら、交
渉などを通じて価格の透明性を確保し、APC 関連の
データ公開も進める、といったシナリオが提示され
ていた。 
オランダからは、国レベルの取組み（OA交渉）に
ついて紹介があった。オランダでは国内の学術出版
物について、2018年までに60％、2024年までに100％
OA化するという政策目標を掲げ、その実現に向けた
交渉や国際協力を進めている。 
現在の購読料モデルに代わる新たな出版モデル
へのニーズが高いため、オランダでは現行のモデル
に大きな変化が生じないGreen OAではなく、Gold OA
を優先的に進める方針だという。また、出版者側と
のビッグディール交渉こそが購読料から OA の導入
や転換を進める重要なステップであるとして、APC
条件を入れない限りビッグディール継続は行わない、
といった交渉姿勢を打ち出している。 
また、OA推進に向けては出版者との交渉、欧州を
中心とした国際協力、各大学やオランダ科学研究機
構（NWO） による支援強化、OA化の達成目標値の検
証といった手順で進めるが、その中で交渉チームを
構成するオランダ大学協会（Association of 
Universities in the Netherlands : VSNU）、図書館
コンソーシアム（ University libraries and 
National Library : UKB consortium）、ライセンス
管理団体（SURFmarket）といった各関係機関は、そ
れぞれが交渉の主導、大学側との連絡調整、支援提
供などの役割を担う。OA出版に関する提案は現在複
数の出版社と合意に至っているが、交渉継続中また
は今後交渉開始予定の出版社もある。OA契約に関す
る大規模出版社との合意が契機となって交渉はゆっ
くりとだが確実に進捗しているという。 
一方で、研究者に対しては図書館のネットワーク
も活用し OA への関与を促すためにさまざまな広報
活動を進めている。欧州のオープンサイエンスやオ
ープンリサーチデータ推進の動向もあり、学術出版
のOA化に対する支援は今後一層の強化が予想され 
るが、オランダは小国であるためその目標達成には
国際的な連携が不可欠とのことである。また、会場
の質疑応答によると、OAに関する追加資金はなく、 
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コスト分析や試算を行うための関連データも集めて
いるという。 
以上の報告以外にも、ナショナルサイトライセン
スなどの事例紹介の中で OA に関して触れられてい
た。 
スイスのナショナルライセンス・プロジェクトの
中では、従来ハイブリッドジャーナルは助成対象と
されていなかったが、今後の出版社の提案次第では、
購読料との二重払いを避けるために交渉を行う可能
性もある。また、ナショナルライセンス交渉の中で
出版社版PDFのスイス国内リポジトリへのアーカイ
ブ権を取り扱うことで、Green OAに対する支援が行
われるという。 
またフランスからは、大手出版社によるオフセッ
トモデル提案に関して対応事例が紹介された。フラ
ンスでは、この新規提案がTCO契約（Total Cost of 
Ownership、購読料とOA費用全体を含む契約）とな
りうるかどうかを検討するために SWOT 分析を行っ
た。APC は低コストで国家規模のコンソーシアムに
も適しているが（強み）、研究者のGold OA出版活動
の状況が把握できておらず国の OA 方針や取組みも
ない（弱み）。また、フランス科学アカデミ （ーFrench 
Académie des sciences）による報告書には「国家レ
ベルでAPCに関する交渉が必要」というコンソーシ
アム（Couperin）からの提言が盛り込まれ、イギリ
スやオランダでの OA交渉の進展や Horizon20204)の
ような研究成果の OA 化推進という積極的な動きも
あるが（機会）、各機関ではOA管理に関して混乱が
生じ、予算削減や人員不足、一部研究機関の消極的
姿勢といった状況がある（脅威）、という分析結果と
なった。また実際に国内の研究機関から強い反対が
出たため、今回のAPCに関する新規提案は交渉が中
断したそうだ。 
今後は Gold OA強化を目指し、TCO契約を受け入
れた出版社への支援や、研究者へOA出版の推奨を行
うべきという意見が出ているが、Green OAよりもは
るかに費用がかかるという意見もある。国内の研究
者によるOA出版論文数のデータもなく、APCの国際
標準価格も確立されていない。購読料とAPC支払い
を組み合わせた契約は、国内の学術出版者支援を目
指した国のGold OA推進の方針を受けたものであり、
OA は国際的な戦略に適応しつつ進める必要がある
が、フランス国内の動きとして、フランス国立科学 
 
研究センター（CNRS : Centre national de la 
recherche scientifique） からは、Green OA を支
持し研究者に対して OA ジャーナルでの出版を推奨
しないという提案が出されるなど、イギリスやオラ
ンダとはまた異なる方向性や取組みを模索する可能
性もありそうだ。 
その他デンマークのコンソーシアムなどからも、
研究者へのアクセス保証や論文投稿に対する支援と
してOA化へ向けた取組みは重要であり、コンソーシ
アムは OA 義務化プロセスも視野に入れながら出版
社の価格上昇に対して適切な意思決定を行い、出版
社の動きなどが研究支援を妨げるのであれば対応す
る必要があるといった意見や、Green OAの可能性に
ついても触れられていた。 
各国のコンソーシアム側からの事例紹介や状況
報告に加え、関連するセッションでは出版者や代理
店などからもOA交渉について言及されていた（前述
のとおりICOLC会合は基本的にコンソーシアムが参
加対象だが、一部のセッションでは出版者・代理店
などがパネリストとして参加している）。大手出版社
などからはグローバルな OA の展開に向けたコンソ
ーシアムの取組みに対し積極的な支援や協力の姿勢
が示され、ある代理店の担当者は、今後APCの取り
扱いが増えれば、その支払い手続き代行などの業務
支援も可能だろうと発言していた。 
OA に関する各国コンソーシアムの対応を見ると、
欧州としての共通点も多く、問題意識としても共有
されているのは確かだが、個々の取組みを見ると当
然ながら多様性があることが分かる。各国の財政状
況や政策的課題、それぞれのコンソーシアムでの出
版者交渉の経験や、現状に至るまでの経緯などの違
いから、OA化の進捗状況や変化の速度には差が出て
くるのだろう。また、その差異の背景には、それぞ
れの国における学術研究等での英語使用度や、国内
出版者のグローバル対応など国際的な学術出版流通
への参入程度、学術教育政策が文化多様主義的ある
いは文化保護主義的な傾向か、などといった点も影
響するのではと考えられる。 
日本でも今後オフセットモデルに関して交渉す
る可能性はあるかもしれない。ただ、交渉を行うた
めには、上記でも指摘されるように APC 価格や OA
論文数などの各種データを収集分析した上で、日本
の現状において合理的で適切なモデルなのかを判断 
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する必要があるだろう。またAPCに関しては、価格
設定など不透明な部分も多く管理手順が複雑という
話もあり、今回の会合で紹介された先進的な事例の
他にも、国外の他地域（例えばアジア等）の情報も
収集し比較参照できればよいのではと思われる。 
日本国内の APC に関する状況については、「オー
プンアクセスジャーナルによる論文公表に関する調
査」5)といった報告があり、「大学／研究機関は OA
費用とどう向き合うべきか＜報告＞」（カレントアウ
ェアネス-E No.266 2014.09.11）などでAPC価格の
問題に触れられているが、これまで図書館側は支払
いの実態をほとんど把握できていない。現在、
JUSTICE運営委員会と SPARC Japan運営委員会の下
に設置された調査チームが、国内研究者の論文公表
実態やAPC支払状況に関する調査に着手したところ
である。その結果を待ちたいと思う。 
 
5．所感とまとめ 
電子資料契約担当者としては、たとえコンソーシ
アム提案であっても海外の電子ジャーナル等の価格
上昇自体を抑えることはできず、図書館の予算削減
に加え、消費税課税や為替相場の変動にやきもきし
ながら契約更新検討を続ける日々である。現行の購
読料モデル自体が限界に達しているのは明らかだが
即効的な手段はなく、長期的な方策を立てなければ
ならないと思いつつ目前の厳しい現実に対処するの
に必死の状態である。何段階も先を行く（がそこで
も多くの課題に立ち向かう）欧州の事例を目にして、
さまざまな選択肢や可能性があることを知り、非常
に刺激を受け、参考になる点も多かった。 
しかし同時に、まだ解決しなければならない点も
数多く残されていると痛感した。国やコンソーシア
ムでの調査もそうだが、機関内での状況把握ととも
にOA方針の策定やOA費用の機関負担などの検討を
行い、研究者や関連部署との連携を進めることは今
後の大きな課題である。 
また、費用分担に関するいくつかの取組みを聞き、
現在の購読料モデルに関しても、出版者交渉を通じ
て日本の利用状況や研究規模に適した新モデルや契
約条件などを継続的に求めていくことが重要だと感
じた。将来的にはOAに関する交渉なども行う時期が
来るかもしれないが、その実現には学術情報流通や
研究経費負担のシステムにドラスティックな変化 
 
も伴うと予想される。図書館としては、地道な交渉
努力を積み重ねながら、こうした根元的な状況変化
に向けて今後も積極的に対応していく必要があるだ
ろう。 
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